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答  申  

 

 審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した児童手当資格消

滅処分に係る審査請求について、審査庁から諮問があったので、次の

とおり答申する。  

 

第１ 審査会の結論  

   本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２ 審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、○○区長（以下「処分庁」という。）

が請求人に対して平成３０年６月１５日付けで行った児童手当法

（以下「法」という。）による児童手当資格消滅処分（以下「本

件処分」という。）について、その取消しを求めるというもので

ある。  

 

第３ 請求人の主張の要旨  

請求人は、おおむね以下の理由から、本件処分の違法、不当を

主張している。  

１ 妻は、本件児童を盾にして、請求人に金を無心しているだけで

ある。本件児童は請求人と同居することになるため、妻に本件手

当を支給することは本件児童に悪影響となる。  

２ 妻は、借金、ローンのほか税金も滞納しており、本件手当を受

給する資格がない。妻は、本件児童の連れ去りを強行しているが、

これは違法な行為、権利の濫用である。また、妻は、従前の不貞

や別居後の売春も認めている。  
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本件処分の結果として、児童を盾にすれば、あらゆる公的援助

を受けられるという風潮を助長することになるから、本件処分は

違法というべきである。  

３ 以上の証拠として、家庭裁判所に対する本件児童の引渡し審判

申立書、請求人の陳述書及び妻の行動に係る探偵会社による調査

報告書等の各写しを提出する。  

 

第４ 審理員意見書の結論  

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項の

規定を適用して棄却すべきである。 

 

第５ 調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年 月 日  審 議 経 過  

平成３０年 ９月 ４日  諮問  

平成３０年１１月２２日  審議（第２７回第１部会）  

平成３０年１２月２１日  審議（第２８回第１部会）  

 

第６ 審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した

結果、以下のように判断する。  

１ 法令等の定め 

⑴  法４条１項１号によれば、児童手当及び法附則２条１項に基

づく特例給付（以下、両者を併せて「手当」という。）の支給

要件について、手当は、児童を監護し、かつ、これと生計を同

じくするその父又は母であって、日本国内に住所を有するもの

に支給すると規定されている。 

法施行規則（以下「規則」という。）７条１項によれば、手当
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の受給者は、手当の支給を受けるべき事由が消滅したときは、

速やかに、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）に届け

出なければならないとされている。 

そして、規則１０条によれば、市町村長は、手当の受給資格

についての処分を行ったときは、文書で、その内容を手当の受

給者に通知しなければならないとされている。 

⑵  「市町村における児童手当関係事務処理について」（平成２

７年１２月１８日付府子本第４３０号内閣府子ども・子育て本

部統括官通知別添の「児童手当市町村事務処理ガイドライン」。

以下「ガイドライン」という。）２２条によれば、受給事由消

滅届の提出がない場合においても、支給要件を具備しなくなっ

たことが明らかで、公簿等によって手当の支給事由が消滅した

ものと確認したときは、職権により支給事由消滅についての処

理をすることができるとされている（同条５号）。 

なお、ガイドラインは、地方自治法２４５条の４に規定する

技術的な助言であり、職権に基づく支給事由消滅の処理につい

て定めたガイドライン２２条は、法の解釈運用指針として合理

的なものであると認められる。 

２  これを本件についてみると、平成３０年３月１３日、○○さん

が居住する市区町村に対し、○○さんと本件児童が同居し、本件

児童を監護している旨記載された児童手当・特例給付認定請求書

及び同日付けで○○さんが請求人と離婚協議中で別居している旨

の申立書を提出したことから、処分庁は、平成３０年６月１５日、

公簿等に基づき、○○さんと本件児童が請求人とは別の世帯であ

ることを確認したため、職権で請求人の本件手当に係る受給資格

を消滅したものとし、この旨請求人に通知したものと認められる。  

そうすると、本件手当については、上記（１・⑵）で述べた、

ガイドライン２２条に基づき、職権に基づく支給事由消滅の処理
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を行うことができる場合に該当するものと認められ、また、本件

処分に至るその後の手続もガイドラインに則って行われているこ

とが認められる。  

したがって、本件処分は、法、規則及び法の技術的助言である

ガイドライン等に基づいてなされた適法なものであることから、

これを違法又は不当とすることはできない。  

３⑴ 請求人は、上記（第３）のことから、本件処分は違法、不当

である旨主張する。  

しかし、○○さんは、平成３０年３月１３日付けで本件申請

を行っており、請求人が本件児童と別居していることは明らか

であることからすれば、処分庁が○○さんの手当の受給を理由

に、本件手当の受給資格消滅日を同月１日とした本件処分を、

違法、不当な処分であるとすることはできない。また、仮に請

求人が主張するとおりの諸々の事情があったとしても、それら

の事情をもって、本件処分の取消理由とすることはできないと

いうほかない。  

⑵ また、請求人は、○○さんの違法な本件児童の連れ去りによ

り本件児童と同居できなくなったのであって、本件児童は、請

求人と同居することになっているなどとも主張する。  

しかし、法は、家庭等における生活の安定と次代の社会を担

う児童の健やかな成長を目的とし（法１条）、手当の受給資格

要件に児童の監護を定めており（法４条１項１号）、仮に請求

人の主張するような事情があったとしても、請求人が本件児童

の監護をしていない以上、請求人の主張を採用することはでき

ない。  

４ 請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討 

他に本件処分に違法又は不当な点は認められない。 
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以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法

令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正

に行われているものと判断する。  

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

髙橋滋、千代田有子、川合敏樹  

 


